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対して時間的に最後に立つ条件を原因とみる最終条件説（Theorie der letzten Bedingung）(オルトマン)、
生活上の常規に反して行われた行為を原因と解する異例行為原因説（バール）、結果発生への決定的
方向を与えた条件を原因とみる優勢条件説（Übergewichtstheorie）（ビンディング）、結果に対する最



















































                                                        
26 島田・前掲注（4）786頁参照。 
27 蔡聖偉『刑法問題研究』（一）（元照出版公司、2008）142頁参照。 




















的行為」から「刑罰を受ける行為」（die mit Strafe bedrohte Handlung）に変更した。文言がはっきり
しているとは言い難いが、ドイツの刑法学者は、立法者が制限従属性（die limitierte Akzessorietät）を
採用したと理解している。さらに、現行のドイツ刑法典26条（教唆犯）と27条（幇助犯）は、主















































































































































































































































































































































































                                                        
69 Kienapfel, Einheitstäter im Strafrecht, 1971, S. 38; ders, Das Prinzip der Einheitstäterschaft , JuS 1974, S. 1ff . 
70 Kienapfel, Erscheinungs formen der Einheitstäterschaft, in: Mueller- Dietz ( Hrsg. ) , Strafrechtsdogmatik und Kriminalpolitik, 































































































                                                        
76 陳興良『教義刑法学』（中国人民大学出版社、2011）641頁参照。 
77 陳・前掲注（6）639頁参照。 







































































































































































































































































































































































































































































































1949 年 2 月 28 日、中国共産党中央委員会は『中国国民党の六法全書を廃止し解放区の司法原則
を確定する指示について』を発布した111。この時から、刑法を含む六法のすべての法律条文が廃除
され、新中国刑法学は原始の荒れ地を開拓する時期に入った。新中国刑法学の歴史的発展について、
















































                                                        
114 孫国祥ほか『過失犯罪導論』（南京大学出版社、1991）140頁。 
115 A .A .ピアントケフスキ『ソビエト刑法科学史』曹子丹訳（法律出版社、1984）87頁。 


























                                                        
117 例えば、当時のソビエトの刑法学者であるT.И.ヮゥコフは共犯付属理論に対して以下のように批判している。
つまり、共同犯罪の付属理論は方法論において欠陥があり、ロジックに合わない、形式主義に過ぎる、実用的ではな




119 A .A .ピアントケフスキ・前掲注（116）86頁。 
120 A .H .トライニン『犯罪構成的一般学説』王作富訳（中国人民大学出版社、1958）233頁。 






























                                                        






























































































































































































































































































































































































































































































                                                        
158  陳瑾昆『刑法総則講義』（中国方正出版社、2004）93頁以下参照。 
159
 李永升「刑事責任的概念和本質探究」河南科技大学学報（社会科学版）2008年第4期第88頁参照。 











































































































たとえば、「自己の製造した 3 石 4 斗の焼酎に 1 立方センチメートル中 2 ないし 3 ミリグラムの








































































































































                                                        
175 Vgl. Hans Welzel, Studien zum System des Strafrechts, ZStW 58, 1939, S. 538f. 嶋矢貴之「過失犯の共同正犯論（1）」法学
協会雜誌121巻1号（2004）103頁以下参照。 
































                                                        
177 Vgl. Claus Roxin, Leipziger Kommentar zum StGB, Bd. I, 11. Aufl., 1993, §25, Rn. 221. 嶋矢・前掲注（176）104頁参照。 




























                                                        



























































































































                                                        




















































































































































































                                                        
































































































































































































































































































































                                                        


















































































































































































































































































とになるからである255。例えば、被告人は、Xほか 5名と共謀のうえ、昭和 22年 5月 23日午前 1
時頃、浦和市常盤町A 工業株式会社作業所内から、B が保管する綿糸 3 梱包を窃取するに際して、

















































6 点を窃取させた、という事件につき、最高裁は、「被告人は、当時 12 歳の養女を連れて四国八十
八ケ所札所を巡礼中、日頃被告人の言動に逆らう素振りを見せる都度顔面にタバコの火を押しつけ
たりドライバーで顔をこすったりするなどの暴行を加えて自己の意のままに従わせていた同女に対




































































































































































































































































































































































































































































































                                                        

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                        
329 ロクシン・前掲注（87）97頁。 
330 ロクシン・前掲注（87）98頁。 
331 Vgl. Friedrich Denker, Kausalität und Gesamttat, 1996, S. 139 ff. 

































































































                                                        
341 Vgl. Otto, a. a. O. (Anm. 340), S. 271f., 282f. 金子・前掲注（267）119頁。 
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